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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ハードコートフィルムのハードコート層の形成に用いるハードコート層形成用組成物であ
って、
下記の（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分および（Ｄ）成分を含むとともに、下記（Ａ
）成分１００重量部に対し、下記（Ｂ）成分が、１２０～２００重量部の範囲で配合され
ていることを特徴とするハードコート層形成用組成物。
（Ａ）成分：アクリレート基およびメタクリレート基の少なくとも一方の基を有する硬化
型化合物
（Ｂ）成分：無機酸化物粒子表面が重合性不飽和基を含む有機化合物で修飾され、かつ、
重量平均粒径が２００ｎｍ以下である粒子
（Ｃ）成分：反応性フッ素化合物
（Ｄ）成分：反応性ケイ素化合物
【請求項２】
前記（Ｃ）成分が、下記一般式（１）で表される構造を有する請求項１記載のハードコー
ト層形成用組成物。
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【化１０】

前記一般式（１）において、少なくとも一つのＲが、フルオロアルキル基を有する置換基
であり、少なくとも一つのＲが、アクリレート基およびメタクリレート基の少なくとも一
方を有する置換基である。
【請求項３】
前記一般式（１）のＲにおいて、前記フルオロアルキル基を有する置換基が、下記一般式
（２）で表される構造を有する請求項２記載のハードコート層形成用組成物。

【化１１】

前記一般式（２）において、ｎは、１以上の整数である。
【請求項４】
前記一般式（１）のＲにおいて、前記アクリレート基を有する置換基が、下記一般式（３
）で表される置換基を有する請求項２または３記載のハードコート層形成用組成物。
【化１２】

【請求項５】
前記（Ｄ）成分が、下記一般式（４）で表される構造を有する請求項１から４のいずれか
一項に記載のハードコート層形成用組成物。

【化１３】

前記一般式（４）において、Ｒは、シロキサン構造を有する置換基、アクリレート基およ
びメタクリレート基の少なくとも一方を有する置換基、および、活性水素基を有する置換
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【請求項６】
前記一般式（４）のＲにおいて、前記シロキサン構造を有する置換基が、下記一般式（５
）で表される構造を有する請求項５記載のハードコート層形成用組成物。
【化１４】

前記一般式（５）において、ｎは、１以上の整数である。
【請求項７】
前記一般式（４）のＲにおいて、前記活性水素基を有する置換基が、下記一般式（６）で
表される置換基を有する請求項５または６記載のハードコート層形成用組成物。
【化１５】

【請求項８】
前記一般式（４）のＲにおいて、前記アクリレート基を有する置換基が、下記一般式（７
）で表される置換基を有する請求項５から７のいずれか一項に記載のハードコート層形成
用組成物。
【化１６】

前記一般式（７）において、ｍおよびｎは、それぞれ、１～１０の整数であり、同一でも
異なっていてもよい。ｌは、１～５の整数である。
【請求項９】
前記（Ｂ）成分の重量平均粒径が、１～１００ｎｍの範囲である請求項１から８のいずれ
か一項に記載のハードコート層形成用組成物。
【請求項１０】
前記（Ｂ）成分が、酸化チタン、酸化ケイ素、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化錫およ
び酸化ジルコニウムからなる群から選択される少なくとも１種の微粒子を含む請求項１か
ら９のいずれか一項に記載のハードコート層形成用組成物。
【請求項１１】
前記（Ａ）成分１００重量部に対し、前記（Ｃ）成分が０．０５～０．４重量部の範囲で
配合され、かつ、前記（Ｄ）成分が０．０５～１重量部の範囲で配合されている請求項１
から１０のいずれか一項に記載のハードコート層形成用組成物。
【請求項１２】
さらに、下記（Ｅ）成分を含む請求項１から１１のいずれか一項に記載のハードコート層
形成用組成物。
（Ｅ）成分：下記一般式（８）で表されるグリコール系化合物
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【化１７】

前記一般式（８）において、ｍおよびｎは、それぞれ、１以上の整数であり、同一でも異
なっていてもよい。
【請求項１３】
前記（Ａ）成分１００重量部に対し、前記（Ｃ）成分が０．０５～０．４重量部の範囲で
配合され、かつ、前記（Ｄ）成分と前記（Ｅ）成分とが、合計で０．１～１重量部の範囲
で配合されている請求項１２記載のハードコート層形成用組成物。
【請求項１４】
透明プラスチックフィルム基材の少なくとも一方の面に、ハードコート層を有するハード
コートフィルムであって、
前記ハードコート層が、請求項１から１３のいずれか一項に記載のハードコート層形成用
組成物から形成されたものであることを特徴とするハードコートフィルム。
【請求項１５】
前記ハードコート層の最表層が、ＥＳＣＡによる分析での、反応性フッ素化合物由来のフ
ッ素原子強度が５～３０％の範囲内であり、かつ、反応性ケイ素化合物由来のケイ素原子
強度が０．２～１０％の範囲内である、請求項１４記載のハードコートフィルム。
【請求項１６】
前記ハードコート層の厚みが、１２～５０μｍの範囲である請求項１４または１５記載の
ハードコートフィルム。
【請求項１７】
前記ハードコート層表面のＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－４の規定に準じた加重５００ｇで
の鉛筆硬度が、４Ｈ以上である請求項１４から１６のいずれか一項に記載のハードコート
フィルム。
【請求項１８】
前記ハードコート層表面の表面自由エネルギーが、１５～２５ｍＪ／ｍ２の範囲である請
求項１４から１７のいずれか一項に記載のハードコートフィルム。
【請求項１９】
前記ハードコート層が、さらに微粒子を含有している請求項１４から１８のいずれか一項
に記載のハードコートフィルム。
【請求項２０】
光学部材の少なくとも一方の面に、請求項１４から１９のいずれか一項に記載のハードコ
ートフィルムが積層されていることを特徴とする光学素子。
【請求項２１】
請求項１４から１９のいずれか一項に記載のハードコートフィルム、または、請求項２０
記載の光学素子を備えることを特徴とする画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ハードコート層形成用組成物、ハードコートフィルム、光学素子および画像
表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の技術の進歩に伴い、画像表示装置は、従来のＣＲＴ（Ｃａｔｈｏｄｅ　Ｒａｙ　
Ｔｕｂｅ）に加え、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、プラズマディスプレイ（ＰＤＰ）およ
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びエレクトロルミネッセンスディスプレイ（ＥＬＤ）等が開発され、実用化されている。
これらのなかで、ＬＣＤは、高視野角化、高精細化、高速応答性、色再現性などに関する
技術革新に伴い、ＬＣＤを利用するアプリケーションもノート型パーソナルコンピュータ
やモニターからテレビへと拡大し、使用用途は多岐に亘っている。ＬＣＤの基本的な構成
は、それぞれ透明電極を備えた平板上のガラス基板を、一定間隔のギャップとなるように
スペーサーを介して対向配置し、前記ガラス基板間に液晶材料を注入し封止して液晶セル
とし、さらに一対のガラス基板の外側面にそれぞれ偏光板を設けたという構成である。従
来は、液晶セル表面にガラスやプラスチックからなるカバープレートを装着し、液晶セル
表面に貼付している偏光板への傷付き防止を図っていた。しかし、カバープレートを装着
すると、コストおよび重量の面で不利であり、次第に前記偏光板表面にハードコート処理
を行うようになってきた。
【０００３】
　前記ハードコート処理には、透明プラスチックフィルム基材の片面若しくは両面にハー
ドコート層が形成されたハードコートフィルムが用いられるのが一般的である。前記ハー
ドコート層は、通常、熱硬化型樹脂や紫外線硬化型樹脂等のハードコート層形成用組成物
を用いて形成される。
【０００４】
　ハードコートフィルムに対しては、耐擦傷性および防汚性の向上が求められている。そ
こで、ハードコート層の耐擦傷性と防汚性とを向上させるために、フッ素原子およびケイ
素原子のいずれかの原子を有する化合物を含む硬化性組成物を用いたハードコート層が提
案されている（例えば、特許文献１参照）。また、ハードコート層にケイ素系化合物また
はフッ素系化合物を添加して、ハードコート層の最表面におけるケイ素原子またはフッ素
原子の存在比率を特定範囲とすることも提案されている（例えば、特許文献２参照）。し
かし、ＬＣＤのアプリケーションが多様化することで、表面が傷付いたり汚れが付着する
機会の多様化も想定される。前記アプリケーションの多様化に伴い、より高いレベルでの
耐擦傷性および防汚性、ならびに、これらの特性の持続が求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－３３５９８４号公報
【特許文献２】特開２００７－２６４２８１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　そこで、本発明は、十分な硬度を有し、耐擦傷性に優れ、かつ、防汚性にも優れるハー
ドコート層を得ることができるハードコート層形成用組成物を提供することを目的とする
。さらに、本発明は、十分な硬度を有し、耐擦傷性に優れ、かつ、防汚性にも優れるハー
ドコートフィルム、それを用いた光学素子および画像表示装置を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記目的を達成するために、本発明のハードコート層形成用組成物は、
ハードコート層の形成に用いるハードコート層形成用組成物であって、
下記の（Ａ）成分、（Ｂ）成分、（Ｃ）成分および（Ｄ）成分を含むことを特徴とする。
（Ａ）成分：アクリレート基およびメタクリレート基の少なくとも一方の基を有する硬化
型化合物
（Ｂ）成分：無機酸化物粒子表面が重合性不飽和基を含む有機化合物で修飾され、かつ、
重量平均粒径が２００ｎｍ以下である粒子
（Ｃ）成分：反応性フッ素化合物
（Ｄ）成分：反応性ケイ素化合物



(6) JP 5529320 B2 2014.6.25

10

20

30

40
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　本発明のハードコートフィルムは、透明プラスチックフィルム基材の少なくとも一方の
面に、ハードコート層を有するハードコートフィルムであって、前記ハードコート層が、
前記本発明のハードコート層形成用組成物から形成されたものであることを特徴とする。
【０００９】
　本発明の光学素子は、光学部材の少なくとも一方の面に、前記本発明のハードコートフ
ィルムが積層されていることを特徴とする。
【００１０】
　本発明の画像表示装置は、前記本発明のハードコートフィルムまたは前記本発明の光学
素子を備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明のハードコート層形成用組成物から形成された本発明のハードコートフィルムは
、前記四つの成分の機能が相俟って、十分な硬度を有し、耐擦傷性に優れ、かつ、防汚性
にも優れる。本発明のハードコートフィルムによれば、長期にわたり表面に汚れが付着し
にくく、また、汚れが付着した場合であっても、容易にその汚れを拭き取ることができる
。本発明のハードコートフィルムは、耐擦傷性に優れているので、前記拭き取りの際にも
、傷が付きにくい。したがって、本発明のハードコートフィルムを用いた光学素子および
画像表示装置は、良好な特性を維持することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、本発明のハードコートフィルムの一例を示す模式断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明のハードコート層形成用組成物において、前記（Ｃ）成分は、例えば、下記一般
式（１）で表される構造を有してもよい。下記一般式（１）において、少なくとも一つの
Ｒが、フルオロアルキル基を有する置換基であり、少なくとも一つのＲが、アクリレート
基およびメタクリレート基の少なくとも一方を有する置換基である。

【化１】

【００１４】
　本発明のハードコート層形成用組成物では、前記一般式（１）のＲにおいて、前記フル
オロアルキル基を有する置換基は、例えば、下記一般式（２）で表される構造を有しても
よい。下記一般式（２）で表される構造は、その末端に、パーフルオロポリエーテル単位
（－ＣＦ２－ＣＦ２－（Ｏ－ＣＦ２－ＣＦ２－ＣＦ２）ｎ－Ｏ－ＣＦ２－ＣＦ３）を有し
ている。前記パーフルオロポリエーテル単位において、ｎは、１以上の整数である。
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【化２】

【００１５】
　本発明のハードコート層形成用組成物では、前記一般式（１）のＲにおいて、前記アク
リレート基を有する置換基は、例えば、下記一般式（３）で表される置換基を有してもよ
い。

【化３】

【００１６】
　前記（Ｃ）成分が、前記一般式（１）で表され、前記一般式（１）のＲにおいて、前記
一般式（２）で表される構造を有するフルオロアルキル基を有する置換基を一つ有し、前
記一般式（３）で表される構造を有するアクリレート基を有する置換基を二つ有している
ことが好ましい。
【００１７】
　本発明のハードコート層形成用組成物において、前記（Ｄ）成分は、例えば、下記一般
式（４）で表される構造を有してもよい。下記一般式（４）において、Ｒは、シロキサン
構造を有する置換基、アクリレート基およびメタクリレート基の少なくとも一方を有する
置換基、および、活性水素基を有する置換基から選ばれる置換基であり、各Ｒは同一でも
異なっていてもよい。

【化４】

【００１８】
　本発明のハードコート層形成用組成物において、前記（Ｄ）成分は、例えば、下記一般
式（９）で表される構造を有してもよい。下記一般式（９）で表される構造を、６－イソ
シアネートヘキシルイソシアヌル酸単位（ａ）とする。
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【化５】

【００１９】
　本発明のハードコート層形成用組成物では、前記一般式（４）のＲにおいて、前記シロ
キサン構造を有する置換基は、例えば、下記一般式（５）で表される構造を有してもよい
。下記一般式（５）で表される構造は、その末端に、ポリジメチルシロキサン単位（ｃ）
を有し、前記単位（ｃ）は、メチルヒドロキシプロピルシロキサン単位（ｂ）と結合して
おり、前記単位（ｂ）は、そのヒドロキシ基が、前記単位（ａ）の一部である６－イソシ
アネートへキシルイソシアヌル酸の末端イソシアネート基とウレタン結合している。前記
ポリジメチルシロキサン単位（ｃ）において、ｎは、１以上の整数であり、１～７が好ま
しい。
【化６】

【００２０】
　本発明のハードコート層形成用組成物では、前記一般式（４）のＲにおいて、前記活性
水素基を有する置換基は、例えば、下記一般式（６）で表される置換基を有してもよい。
前記一般式（６)で表される置換基では、前記単位（ａ）の一部である６－イソシアネー
トヘキシルイソシアヌル酸の末端イソシアネート基がカルボキシル基となっている。また
、前記一般式（６）で表される置換基において、前記カルボキシル基が脱炭酸化してアミ
ノ基になっていてもよい。
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【化７】

【００２１】
　本発明のハードコート層形成用組成物では、前記一般式（４）のＲにおいて、前記アク
リレート基を有する置換基は、例えば、下記一般式（７）で表される構造を有してもよい
。前記一般式（７）で表される構造は、末端にアクリレート基を有する脂肪族ポリエステ
ル単位（ｄ）を有し、前記単位（ｄ）は、前記単位（ａ）の一部である６－イソシアネー
トヘキシルイソシアヌル酸の末端イソシアネート基とウレタン結合している。前記一般式
（７）において、ｍおよびｎは、それぞれ、１～１０の整数であり、同一でも異なってい
てもよい。ｌは、１～５の整数である。
【化８】

【００２２】
　前記（Ｄ）成分が、前記一般式（９）で表される構造である単位（ａ）を含み、かつ前
記一般式（５）～（７）で表される置換基を含む６－イソシアネートへキシルイソシアヌ
ル酸の誘導体の場合、前記単位（ａ）：前記単位（ｂ）：前記単位（ｃ）：前記単位（ｄ
）の成分割合（モル比）は、前記単位（ａ）を１００としたとき、前記単位（ｂ）は、例
えば、１～８０の範囲であり、好ましくは、１～６０の範囲であり、前記単位（ｃ）は、
例えば、１０～４００の範囲であり、好ましくは、１０～３００の範囲であり、前記単位
（ｄ）は、例えば、１～１００の範囲であり、好ましくは、５～５０の範囲である。
【００２３】
　本発明において、前記（Ｄ）成分の各構成成分（単位）の割合（モル比）は、例えば、
１Ｈ－ＮＭＲスペクトルの積分曲線から求めることができる。前記（Ｄ）成分の重量平均
分子量（Ｍｗ）は、例えば、５００～１５００００の範囲であり、好ましくは、２０００
～１０００００の範囲である。前記重量平均分子量（Ｍｗ）は、例えば、ゲル・パーミエ
ーション・クロマトグラフ（ＧＰＣ）法により測定することができる。
【００２４】
　前記（Ｃ）成分として前記一般式（１）で表される構造を有する化合物を用い、かつ、
前記（Ｄ）成分として前記一般式（４）で表される構造を有する化合物を用いることが好
ましい。類似の構造を有する化合物を用いることで、それぞれの有する作用が形成された
ハードコート層において発現しやすくなることが推測されるが、本発明はこの推測によっ
ては何ら制限されない。
【００２５】
　本発明のハードコート層形成用組成物において、光の散乱防止、ハードコート層の透過
率低下防止、着色防止および透明性の点等から、前記（Ｂ）成分の重量平均粒径が、１～
１００ｎｍの範囲であることが好ましい。前記重量平均粒径は、例えば、後述の実施例に
記載の方法により測定できる。
【００２６】
　本発明のハードコート層形成用組成物において、前記（Ｂ）成分としては、例えば、酸
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化チタン、酸化ケイ素、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化錫、酸化ジルコニウム等の微
粒子が挙げられる。これらの中でも、酸化チタン、酸化ケイ素（シリカ）、酸化アルミニ
ウム、酸化亜鉛、酸化錫、酸化ジルコニウムの微粒子が好ましい。これらは、１種類を単
独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよい。
【００２７】
　本発明のハードコート層形成用組成物において、前記（Ａ）成分１００重量部に対し、
前記（Ｂ）成分が、１００～２００重量部の範囲で配合されていることが好ましい。
【００２８】
　本発明のハードコート層形成用組成物において、前記（Ａ）成分１００重量部に対し、
前記（Ｃ）成分が０．０５～０．４重量部の範囲で配合され、かつ、前記（Ｄ）成分が０
．０５～１重量部の範囲で配合されていることが好ましい。
【００２９】
　本発明のハードコート層形成用組成物が、さらに、下記（Ｅ）成分を含むことが好まし
い。
（Ｅ）成分：下記一般式（８）で表されるグリコール系化合物
【化９】

前記式（８）において、ｍおよびｎは、それぞれ、１以上の整数であり、同一でも異なっ
ていてもよい。
【００３０】
　本発明のハードコート層形成用組成物において、前記（Ａ）成分１００重量部に対し、
前記（Ｃ）成分が０．０５～０．４重量部の範囲で配合され、かつ、前記（Ｄ）成分と前
記（Ｅ）成分とが、合計で０．１～１重量部の範囲で配合されていることが好ましい。
【００３１】
　本発明のハードコートフィルムにおいて、前記ハードコート層の最表層が、ＥＳＣＡ（
Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ　ｆｏｒ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ａｎａｌｙ
ｓｉｓ）による分析での、反応性フッ素化合物由来のフッ素原子強度が５～３０％の範囲
内であり、かつ、反応性ケイ素化合物由来のケイ素原子強度が０．２～１０％の範囲内で
あることが好ましい。この範囲であると、耐擦傷性と防汚性をより良好に両立させること
ができる。
【００３２】
　ところで、反応性フッ素化合物や反応性ケイ素化合物の添加量と、最表層における前記
各原子強度とは、必ずしも一致したり比例関係になったりはしない傾向にある。例えば、
同一組成のハードコート層形成用組成物を用いてハードコート層を形成した場合であって
も、前記ハードコート層の膜厚が異なると、最表層における前記各原子強度は同一になら
ない場合もある。したがって、本発明のハードコート層形成用組成物を用いて、より良好
な特性を有するハードコートフィルムを得ようとする場合、前記各原子強度に着目した特
性評価をすることは有効である。
【００３３】
　前記フッ素原子強度は、１０～３０％の範囲内であることがより好ましく、１５～３０
％の範囲内であることがさらに好ましい。前記ケイ素原子強度は、０．２～８％の範囲内
であることがより好ましく、０．２～６％の範囲内であることがさらに好ましい。
【００３４】
　本発明のハードコートフィルムにおいて、前記ハードコート層の厚みは、特に制限され
ず、前記透明プラスチックフィルム基材の厚み等に応じて最適な厚みを設定することがで
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きるが、例えば、１２～５０μｍの範囲である。前記厚みを前記範囲とすることで、硬度
の低下を招くことなく、ハードコートフィルムのカールおよび折れの発生を、より効果的
に防止できる。前記厚みは、より好ましくは、１４～２５μｍの範囲であり、さらに好ま
しくは、１４～１８μｍの範囲である。
【００３５】
　本発明のハードコートフィルムにおいて、前記ハードコート層表面のＪＩＳ　Ｋ　５６
００－５－４の規定に準じた加重５００ｇでの鉛筆硬度が、４Ｈ以上であることが好まし
い。
【００３６】
　本発明のハードコートフィルムにおいて、前記ハードコート層表面の表面自由エネルギ
ーが、１５～２５ｍＪ／ｍ２の範囲であることが好ましい。表面自由エネルギーとは、Ｋ
ａｅｌｂｌｅ　Ｕｙ理論の水／ヘキサデカンの２成分の計算により算出された値をいう。
前記表面自由エネルギーは、１５～２２ｍＪ／ｍ２の範囲であることがより好ましく、さ
らに好ましくは、１５～２０ｍＪ／ｍ２の範囲である。前記表面自由エネルギー値は、水
とヘキサデカンの各々について接触角を測定し、その値から算出するが、協和界面科学（
株）製「全自動接触角計ＤＭ７００」等で自動算出することができる。
【００３７】
　本発明のハードコートフィルムにおいて、前記ハードコート層が、さらに微粒子を含有
していることが好ましい。
【００３８】
　つぎに、本発明について詳細に説明する。ただし、本発明は、以下の記載に限定されな
い。
【００３９】
　本発明のハードコートフィルムは、透明プラスチックフィルム基材の片面若しくは両面
に、ハードコート層を有するものである。
【００４０】
　前記透明プラスチックフィルム基材は、特に制限されないが、可視光の光線透過率に優
れ（好ましくは光線透過率９０％以上）、透明性に優れるもの（好ましくはヘイズ値１％
以下のもの）が好ましく、例えば、特開２００８－９０２６３号公報に記載の透明プラス
チックフィルム基材があげられる。前記透明プラスチックフィルム基材としては、光学的
に複屈折の少ないものが好適に用いられる。本発明のハードコートフィルムは、例えば、
保護フィルムとして偏光板に使用することもでき、この場合には、前記透明プラスチック
フィルム基材としては、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）、ポリカーボネート、アクリ
ル系ポリマー、環状ないしノルボルネン構造を有するポリオレフィン等から形成されたフ
ィルムが好ましい。また、本発明において、前記透明プラスチックフィルム基材は、偏光
子自体であってもよい。このような構成であると、ＴＡＣ等からなる保護層を不要とし偏
光板の構造を単純化できるので、偏光板若しくは画像表示装置の製造工程数を減少させ、
生産効率の向上が図れる。また、このような構成であれば、偏光板を、より薄層化するこ
とができる。なお、前記透明プラスチックフィルム基材が偏光子である場合には、前記ハ
ードコート層が、従来の保護層としての役割を果たすことになる。また、このような構成
であれば、ハードコートフィルムは、液晶セル表面に装着されるカバープレートとしての
機能を兼ねることになる。
【００４１】
　本発明において、前記透明プラスチックフィルム基材の厚みは、特に制限されない。前
記厚みは、例えば、強度、取り扱い性などの作業性および薄層性などの点を考慮すると、
１０～５００μｍの範囲が好ましく、より好ましくは、２０～３００μｍの範囲であり、
最適には、３０～２００μｍの範囲である。前記透明プラスチックフィルム基材の屈折率
は、特に制限されない。前記屈折率は、例えば、１．３０～１．８０の範囲であり、好ま
しくは、１．４０～１．７０の範囲である。
【００４２】
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　前記ハードコート層は、前記（Ａ）成分、前記（Ｂ）成分、前記（Ｃ）成分および前記
（Ｄ）成分を含むハードコート層形成用組成物を用いて形成される。
【００４３】
　前記（Ａ）成分としては、例えば、熱、光（紫外線等）または電子線等により硬化する
アクリレート基およびメタクリレート基の少なくとも一方の基を有する硬化型化合物が使
用できる。前記（Ａ）成分としては、例えば、シリコーン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリ
エーテル樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、アルキッド樹脂、スピロアセタール樹脂、
ポリブタジエン樹脂、ポリチオールポリエン樹脂、多価アルコール等の多官能化合物のア
クリレートやメタクリレート等のオリゴマーまたはプレポリマー等が挙げられる。これら
は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよい。
【００４４】
　前記（Ａ）成分としては、例えば、アクリレート基およびメタクリレート基の少なくと
も一方の基を有する反応性希釈剤を用いることもできる。前記反応性希釈剤は、例えば、
単官能アクリレート、単官能メタクリレート、多官能アクリレート、多官能メタクリレー
ト等を含む。前記単官能アクリレートは、例えば、エチレンオキサイド変性フェノールの
アクリレート、プロピレンオキサイド変性フェノールのアクリレート、エチレンオキサイ
ド変性ノニルフェノールのアクリレート、プロピレンオキサイド変性ノニルフェノールの
アクリレート、２－エチルへキシルカルビトールアクリレート、イソボルニルアクリレー
ト、テトラヒドロフルフリルアクリレート、ヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシ
プロピルアクリレート、ヒドロキシブチルアクリレート、ヒドロキシヘキシルアクリレー
ト、ジエチレングリコールモノアクリレート、トリエチレングリコールモノアクリレート
、トリプロピレングリコールモノアクリレート等を含む。前記単官能メタクリレートは、
例えば、エチレンオキサイド変性フェノールのメタクリレート、プロピレンオキサイド変
性フェノールのメタクリレート、エチレンオキサイド変性ノニルフェノールのメタクリレ
ート、プロピレンオキサイド変性ノニルフェノールのメタクリレート、２－エチルへキシ
ルカルビトールメタクリレート、イソボルニルメタクリレート、テトラヒドロフルフリル
メタクリレート、ヒドロキシエチルメタクリレート、ヒドロキシプロピルメタクリレート
、ヒドロキシブチルメタクリレート、ヒドロキシヘキシルメタクリレート、ジエチレング
リコールモノメタクリレート、トリエチレングリコールモノメタクリレート、トリプロピ
レングリコールモノメタクリレート等を含む。前記多官能アクリレートは、例えば、ジエ
チレングリコールジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート、ジプロピレ
ングリコールジアクリレート、トリプロピレングリコールジアクリレート、テトラプロピ
レングリコールジアクリレート、ポリプロピレングリコールジアクリレート、１，４－ブ
タンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、１，６－ヘキサ
ンジオールジアクリレート、エチレンオキサイド変性ネオペンチルグリコールのジアクリ
レート、エチレンオキサイド変性ビスフェノールＡのジアクリレート、プロピレンオキサ
イド変性ビスフェノールＡのジアクリレート、エチレンオキサイド変性水添ビスフェノー
ルＡのジアクリレート、トリメチロールプロパンジアクリレート、トリメチロールプロパ
ンアリルエーテルジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、エチレン
オキサイド変性トリメチロールプロパントリアクリレート、プロピレンオキサイド変性ト
リメチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジ
ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート
等を含む。前記多官能メタクリレートは、例えば、ジエチレングリコールジメタクリレー
ト、トリエチレングリコールジメタクリレート、ジプロピレングリコールジメタクリレー
ト、トリプロピレングリコールジメタクリレート、テトラプロピレングリコールジメタク
リレート、ポリプロピレングリコールジメタクリレート、１，４－ブタンジオールジメタ
クリレート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメ
タクリレート、エチレンオキサイド変性ネオペンチルグリコールのジメタクリレート、エ
チレンオキサイド変性ビスフェノールＡのジメタクリレート、プロピレンオキサイド変性
ビスフェノールＡのジメタクリレート、エチレンオキサイド変性水添ビスフェノールＡの
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ジメタクリレート、トリメチロールプロパンジメタクリレート、トリメチロールプロパン
アリルエーテルジメタクリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、エチレ
ンオキサイド変性トリメチロールプロパントリメタクリレート、プロピレンオキサイド変
性トリメチロールプロパントリメタクリレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレ
ート、ジペンタエリスリトールテトラメタクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサメ
タクリレート等を含む。前記反応性希釈剤としては、３官能以上のアクリレート、３官能
以上のメタクリレートが好ましい。これは、ハードコート層の硬度を、より優れたものに
できるからである。前記（Ａ）成分としては、例えば、ブタンジオールグリセリンエーテ
ルジアクリレート、イソシアヌル酸のアクリレート、イソシアヌル酸のメタクリレート等
も挙げられる。前記（Ａ）成分は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を併用して
もよい。
【００４５】
　前記（Ｂ）成分は、前述のとおりである。前記（Ｂ）成分において、無機酸化物粒子と
しては、例えば、酸化ケイ素（シリカ）、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸
化錫、酸化ジルコニウム等の微粒子があげられる。これらの中でも、酸化ケイ素（シリカ
）、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化錫、酸化ジルコニウムの微粒子が好
ましい。これらは１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよい。
【００４６】
　本発明のハードコート層形成用組成物において、光の散乱防止、ハードコート層の透過
率低下防止、着色防止および透明性の点等から、前記（Ｂ）成分は、重量平均粒径が２０
０ｎｍ以下の範囲である、いわゆるナノ粒子である。前記重量平均粒径は、例えば、後述
の実施例に記載の方法により測定できる。前記重量平均粒径は、好ましくは、１ｎｍ～１
００ｎｍの範囲である。
【００４７】
　前記（Ｂ）成分において、前記無機酸化物粒子は、重合性不飽和基を含む有機化合物と
結合（表面修飾）されている。前記重合性不飽和基が前記（Ａ）成分と反応硬化すること
で、ハードコート層の硬度を向上させる。前記重合性不飽和基としては、例えば、アクリ
ロイル基、メタクリロイル基、ビニル基、プロペニル基、ブタジエニル基、スチリル基、
エチニル基、シンナモイル基、マレエート基、アクリルアミド基が好ましい。また、前記
重合性不飽和基を含む有機化合物は、分子内にシラノール基を有する化合物あるいは加水
分解によってシラノール基を生成する化合物であることが好ましい。前記重合性不飽和基
を含む有機化合物は、光感応性基を有するものであることも好ましい。
【００４８】
　前記（Ｂ）成分の配合量は、前記（Ａ）成分１００重量部に対し、１００～２００重量
部の範囲であることが好ましい。前記（Ｂ）成分の配合量を１００重量部以上とすること
で、ハードコートフィルムのカールおよび折れの発生を、より効果的に防止でき、２００
重量部以下とすることで、耐擦傷性や鉛筆硬度を高いものとすることができる。前記（Ｂ
）成分の配合量は、前記（Ａ）成分１００重量部に対し、より好ましくは、１２０～１８
０重量部の範囲である。
【００４９】
　前記（Ｂ）成分の配合量を調整することで、例えば、前記ハードコート層の屈折率を調
整することが可能である。前記透明プラスチックフィルム基材と前記ハードコート層界面
に生じる干渉縞を防止する点等から、前記透明プラスチックフィルム基材と前記ハードコ
ート層との屈折率差を小さくすることが好ましい。前記干渉縞は、ハードコートフィルム
に入光した外光の反射光が虹色の色相を呈する現象である。最近、オフィス等では、明瞭
性に優れた三波長蛍光灯が多用されている。前記三波長蛍光灯の下では、前記干渉縞が顕
著に現れる。これらの点等から、前記ハードコート層形成用組成物の調製にあたっては、
前記屈折率差が小さくなるように、前記（Ｂ）成分の配合量を調整することが好ましい。
【００５０】
　前記屈折率差は、０．０４以下が好ましく、より好ましくは、０．０２以下である。具
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体的には、例えば、前記透明プラスチックフィルム基材として、ＰＥＴフィルム（屈折率
：約１．６４）を用いる場合、前記（Ｂ）成分に酸化チタンを用い、これを前記ハードコ
ート層形成用組成物中の樹脂成分全体に対し、３０～４０重量％程度配合させることで、
前記屈折率差を０．０２以下に制御することができ、干渉縞の発生を抑制することができ
る。また、例えば、前記透明プラスチックフィルム基材として、ＴＡＣフィルム（屈折率
：約１．４８）を用いる場合、前記（Ｂ）成分に酸化ケイ素（シリカ）を用い、これを前
記ハードコート層形成用組成物中の樹脂成分全体に対し、３５～４５重量％程度配合させ
ることで、前記屈折率差を０．０２以下に制御することができ、干渉縞の発生を抑制する
ことができる。
【００５１】
　前記（Ｃ）成分および前記（Ｄ）成分は、前述のとおりである。前記（Ｃ）成分の使用
により、得られるハードコート層の表面自由エネルギー値が低下し、前記ハードコート層
の防汚性が向上する。一方で、前記（Ｃ）成分の配合量が過剰となると、得られるハード
コート層の耐擦傷性が低下する傾向にある。また、前記（Ｄ）成分の使用により、例えば
、形成されるハードコート層表面構造が剛直になるとともに滑り性が向上し、耐擦傷性に
優れるようになる。一方で、前記（Ｄ）成分の配合量が過剰となると、得られるハードコ
ート層の防汚性が低下する傾向にある。これらの点等から、前記（Ｃ）成分と前記（Ｄ）
成分の配合割合は、前記（Ａ）成分１００重量部に対し、前記（Ｃ）成分が０．０５～０
．４重量部の範囲であり、かつ、前記（Ｄ）成分が０．０５～１．０重量部の範囲である
ことが好ましく、より好ましくは、前記（Ｃ）成分が０．１～０．３重量部の範囲であり
、かつ、前記（Ｄ）成分が０．２～１．０重量部の範囲である。
【００５２】
　本発明のハードコートフィルムは、例えば、前記四成分を溶媒に溶解若しくは分散させ
たハードコート層形成用組成物を準備し、前記ハードコート層形成用組成物を前記透明プ
ラスチックフィルム基材の少なくとも一方の面に塗工して塗膜を形成し、前記塗膜を硬化
させて前記ハードコート層を形成することにより、製造することができる。
【００５３】
　前記溶媒は、特に限定されない。前記溶媒は、例えば、ジブチルエーテル、ジメトキシ
メタン、ジメトキシエタン、ジエトキシエタン、プロピレンオキシド、１，４－ジオキサ
ン、１，３－ジオキソラン、１，３，５－トリオキサン、テトラヒドロフラン、アセトン
、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）、ジエチルケトン、ジプロピルケトン、ジイソブチルケ
トン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、メチルシクロヘキサノン、蟻酸エチル、蟻
酸プロピル、蟻酸ｎ－ペンチル、酢酸メチル、酢酸エチル、プロピオン酸メチル、プロピ
オン酸エチル、酢酸ｎ－ペンチル、アセチルアセトン、ジアセトンアルコール、アセト酢
酸メチル、アセト酢酸エチル、メタノール、エタノール、１－プロパノール、２－プロパ
ノール、１－ブタノール、２－ブタノール、１－ペンタノール、２－メチル－２－ブタノ
ール、シクロヘキサノール、酢酸イソブチル、メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）、２
－オクタノン、２－ペンタノン、２－ヘキサノン、２－ヘプタノン、３－ヘプタノン、エ
チレングリコールモノエチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノエチルエーテ
ル、エチレングリコールモノブチルエーテル、エチレングリコールモノメチルエーテル、
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノメチル
エーテル等を含む。これらは、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよ
い。
【００５４】
　前述のとおり、前記ハードコート層形成用組成物は、さらに、前記（Ｅ）成分を含むこ
とが好ましい。
【００５５】
　前記（Ｅ）成分を使用する場合には、前記ハードコート層形成用組成物の調製において
、前記（Ｅ）成分を、前記（Ｄ）成分との混合物として準備することが好ましい。前記混
合物を含む材料としては、例えば、市販品を用いてもよい。前記市販品としては、例えば
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、大日本インキ化学工業(株)製の商品名「ＧＲＡＮＤＩＣ　ＰＣ－４１００」等があげら
れる。前記混合物を含む材料の重量平均分子量(Ｍｗ)は、特に制限されない。
【００５６】
　前記（Ｅ）成分の使用により、例えば、形成されるハードコート層表面構造が剛直にな
るとともに滑り性が向上し、耐擦傷性により優れるようになる。耐擦傷性と防汚性との両
立の観点からは、前記（Ｅ）成分の配合割合は、前記（Ａ）成分１００重量部に対し、前
記（Ｃ）成分が０．０５～０．４重量部の範囲であり、かつ、前記（Ｄ）成分と前記（Ｅ
）成分とが、合計で０．１～１重量部の範囲であることが好ましく、より好ましくは、前
記（Ｃ）成分が０．１～０．３重量部の範囲であり、かつ、前記（Ｄ）成分と前記（Ｅ）
成分とが、合計で０．２～１重量部の範囲である。
【００５７】
　前記ハードコート層形成用組成物は、必要に応じて、性能を損なわない範囲で、顔料、
充填剤、分散剤、可塑剤、紫外線吸収剤、界面活性剤、酸化防止剤、チクソトロピー化剤
等を含んでもよい。これらの添加剤は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を併用
してもよい。
【００５８】
　前記ハードコート層形成用組成物に微粒子を添加することで、さらに防眩性も兼ね備え
たハードコートフィルムを得ることができる。前記微粒子は、形成されるハードコート層
表面を凹凸形状にして防眩性を付与し、また、前記ハードコート層のヘイズ値を制御する
ことを主な機能とする。前記ハードコート層のヘイズ値は、前記微粒子と前記ハードコー
ト層形成用組成物との屈折率差を制御することで、設計することができる。前記微粒子と
しては、例えば、無機微粒子と有機微粒子とがある。前記無機微粒子は、特に制限されず
、例えば、酸化ケイ素微粒子、酸化チタン微粒子、酸化アルミニウム微粒子、酸化亜鉛微
粒子、酸化錫微粒子、炭酸カルシウム微粒子、硫酸バリウム微粒子、タルク微粒子、カオ
リン微粒子、硫酸カルシウム微粒子等があげられる。また、有機微粒子は、特に制限され
ず、例えば、ポリメチルメタクリレート樹脂粉末（ＰＭＭＡ微粒子）、シリコーン樹脂粉
末、ポリスチレン樹脂粉末、ポリカーボネート樹脂粉末、アクリルスチレン樹脂粉末、ベ
ンゾグアナミン樹脂粉末、メラミン樹脂粉末、ポリオレフィン樹脂粉末、ポリエステル樹
脂粉末、ポリアミド樹脂粉末、ポリイミド樹脂粉末、ポリフッ化エチレン樹脂粉末等があ
げられる。これらの無機微粒子および有機微粒子は、一種類を単独で使用してもよいし、
二種類以上を併用してもよい。
【００５９】
　前記ハードコート層形成用組成物において、前記（Ａ）成分が光硬化型化合物を含む場
合、例えば、特開２００８－８８３０９号公報に記載されるような、従来公知の光重合開
始剤を用いることができる。前記光重合開始剤は、１種類を単独で用いてもよいし、２種
類以上を併用してもよい。前記光重合開始剤の配合量は、特に制限されない。前記配合量
は、前記（Ａ）成分１００重量部に対し、例えば、１～３０重量部の範囲であり、好まし
くは、１～２５重量部の範囲である。
【００６０】
　前記ハードコート層形成用組成物を、前記透明プラスチックフィルム基材上に塗工する
方法としては、例えば、ファンテンコート法、ダイコート法、スピンコート法、スプレー
コート法、グラビアコート法、ロールコート法、バーコート法等の塗工法を用いることが
できる。
【００６１】
　前記ハードコート層形成用組成物を塗工して、前記透明プラスチックフィルム基材の上
に塗膜を形成し、前記塗膜を硬化させる。前記硬化に先立ち、前記塗膜を乾燥させること
が好ましい。前記乾燥は、例えば、自然乾燥でもよいし、風を吹きつけての風乾であって
もよいし、加熱乾燥であってもよいし、これらを組み合わせた方法であってもよい。
【００６２】
　前記ハードコート層形成用組成物の塗膜の硬化手段は、特に制限されない。前記硬化手
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段は、電離放射線硬化が好ましい。前記硬化手段には、各種活性エネルギーを用いること
ができる。前記活性エネルギーは、紫外線が好ましい。エネルギー線源としては、例えば
、高圧水銀ランプ、ハロゲンランプ、キセノンランプ、メタルハライドランプ、窒素レー
ザー、電子線加速装置、放射性元素等の線源が好ましい。前記エネルギー線源の照射量は
、紫外線波長３６５ｎｍでの積算露光量として、５０～５０００ｍＪ／ｃｍ２の範囲が好
ましい。前記照射量が、５０ｍＪ／ｃｍ２以上であれば、硬化がより十分となり、形成さ
れる前記ハードコート層の硬度もより十分なものとなる。前記照射量が、５０００ｍＪ／
ｃｍ２以下であれば、形成される前記ハードコート層の着色を防止でき、透明性を向上さ
せることができる。
【００６３】
　以上のようにして、前記透明プラスチックフィルム基材の少なくとも一方の面に、前記
ハードコート層を形成することにより、本発明のハードコートフィルムを製造することが
できる。なお、本発明のハードコートフィルムは、前述の方法以外の製造方法で製造して
もよい。
【００６４】
　図１の模式断面図に、本発明のハードコートフィルムの構成の一例を示す。同図におい
ては、分かりやすくするために、各構成部材の大きさ、比率等は、実際とは異なっている
。図示のとおり、このハードコートフィルム１０では、透明プラスチックフィルム基材１
１の片面に、ハードコート層１２が形成されている。ただし、本発明は、これに限定され
ない。本発明のハードコートフィルムは、透明プラスチックフィルム基材の両面に、ハー
ドコート層が形成された構成であってもよい。また、この例のハードコート層１２は、単
層である。ただし、本発明は、これに限定されない。本発明のハードコートフィルムにお
いて、前記ハードコート層は、二層以上が積層された複数層構造であってもよい。この場
合、少なくとも本発明のハードコート層形成用組成物から形成されたハードコート層が、
最表面にあればよい。
【００６５】
　本発明のハードコートフィルムにおいて、前記透明プラスチックフィルム基材および前
記ハードコート層の少なくとも一方に対し表面処理を行うことが好ましい。前記透明プラ
スチックフィルム基材表面を表面処理すれば、前記ハードコート層または偏光子若しくは
偏光板との密着性がさらに向上する。前記ハードコート層表面を表面処理すれば、前記偏
光子若しくは偏光板との密着性がさらに向上する。前記表面処理としては、例えば、低圧
プラズマ処理、紫外線照射処理、コロナ処理、火炎処理、酸またはアルカリ処理があげら
れる。前記透明プラスチックフィルム基材として、ＴＡＣフィルムを用いた場合の表面処
理としては、アルカリ処理が好ましい。このアルカリ処理は、例えば、ＴＡＣフィルム表
面をアルカリ溶液に接触させた後、水洗し乾燥することで実施できる。前記アルカリ溶液
としては、例えば、水酸化カリウム溶液、水酸化ナトリウム溶液が使用できる。前記アル
カリ溶液の水酸化物イオンの規定濃度（モル濃度）は、０．１～３．０Ｎ（ｍｏｌ／Ｌ）
の範囲が好ましく、より好ましくは、０．５～２．０Ｎ（ｍｏｌ／Ｌ）の範囲である。
【００６６】
　透明プラスチックフィルム基材を含み、前記透明プラスチックフィルム基材の一方の面
に前記ハードコート層が形成されているハードコートフィルムにおいて、カールの発生を
防止するために、他方の面に対し溶剤処理を行ってもよい。前記溶剤処理は、前記透明プ
ラスチックフィルム基材を溶解可能な溶剤若しくは膨潤可能な溶剤を接触させることによ
り実施できる。前記溶剤処理により、前記透明プラスチックフィルム基材に前記他方の面
にもカールしようとする力を付与し、これによって前記透明プラスチックフィルム基材が
前記ハードコート層の形成によりカールしようとする力を相殺することで、カールの発生
を防止できる。同様に、前記透明プラスチックフィルム基材を含み、前記透明プラスチッ
クフィルム基材の一方の面に前記ハードコート層が形成されているハードコートフィルム
において、カールの発生を防止するために、他方の面に透明樹脂層を形成してもよい。前
記透明樹脂層としては、例えば、熱可塑性樹脂、放射線硬化型樹脂、熱硬化型樹脂、その
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他の反応型樹脂を主成分とする層があげられる。これらの中でも、特に熱可塑性樹脂を主
成分とする層が好ましい。
【００６７】
　本発明のハードコートフィルムは、通常、前記透明プラスチックフィルム基材側を、粘
着剤や接着剤を介して、ＬＣＤやＥＬＤに用いられている光学部材に貼り合せることがで
きる。この貼り合わせにあたり、前記透明プラスチックフィルム基材表面に対し、前述の
ような各種の表面処理を行ってもよい。
【００６８】
　前記光学部材としては、例えば、偏光子または偏光板が挙げられる。偏光板は、偏光子
の片側または両側に透明保護フィルムを有するという構成が一般的である。偏光子の両面
に透明保護フィルムを設ける場合は、表裏の透明保護フィルムは、同じ材料であってもよ
いし、異なる材料であってもよい。偏光板は、通常、液晶セルの両側に配置される。また
、偏光板は、２枚の偏光板の吸収軸が互いに略直交するように配置される。
【００６９】
　つぎに、本発明のハードコートフィルムを積層した光学素子について、偏光板を例にし
て説明する。本発明のハードコートフィルムを、接着剤や粘着剤等を用いて偏光子または
偏光板と積層することによって、本発明の機能を有した偏光板を得ることができる。
【００７０】
　前記偏光子としては、特に限定されず、各種のものを使用できる。前記偏光子としては
、例えば、ポリビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系
フィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルムなどの親水性高分子フィ
ルムに、ヨウ素や二色性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニル
アルコールの脱水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等のポリエン系配向フィルム等
があげられる。
【００７１】
　前記偏光子の片面または両面に設けられる透明保護フィルムとしては、透明性、機械的
強度、熱安定性、水分遮蔽性、位相差値の安定性等に優れるものが好ましい。前記透明保
護フィルムを形成する材料としては、例えば、前記透明プラスチックフィルム基材と同様
のものがあげられる。
【００７２】
　前記透明保護フィルムとしては、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７
００７）に記載の高分子フィルムもあげられる。前記公報に記載の高分子フィルムは、例
えば、（Ａ）側鎖に置換イミド基および非置換イミド基の少なくとも一方のイミド基を有
する熱可塑性樹脂と、（Ｂ）側鎖に置換フェニル基および非置換フェニル基の少なくとも
一方のフェニル基ならびにニトリル基を有する熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成物から形
成された高分子フィルムがあげられる。前記樹脂組成物から形成された高分子フィルムと
しては、例えば、イソブチレンとＮ－メチルマレイミドからなる交互共重合体とアクリロ
ニトリル－スチレン共重合体とを含有する樹脂組成物から形成された高分子フィルムがあ
げられる。前記高分子フィルムは、前記樹脂組成物を、フィルム状に押出成型することに
より製造できる。前記高分子フィルムは、位相差が小さく、光弾性係数が小さいため、偏
光板等の保護フィルムに適用した場合には、歪みによるムラ等の不具合を解消することが
できる。前記高分子フィルムは、透湿度が小さいため、加湿耐久性に優れる。
【００７３】
　前記透明保護フィルムは、偏光特性や耐久性等の点から、ＴＡＣ等のセルロース系樹脂
製のフィルムおよびノルボルネン系樹脂製のフィルムが好ましい。前記透明保護フィルム
の市販品としては、例えば、商品名「フジタック」（富士フイルム社製）、商品名「ゼオ
ノア」（日本ゼオン社製）、商品名「アートン」（ＪＳＲ社製）などがあげられる。
【００７４】
　前記透明保護フィルムの厚みは、特に制限されない。前記透明保護フィルムの厚みは、
強度、取扱性等の作業性、薄層性等の点より、例えば、１～５００μｍの範囲である。前
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記厚みが前記の範囲であれば、偏光子を機械的に保護し、高温高湿下に曝されても偏光子
が収縮せず、安定した光学特性を保つことができる。前記厚みは、好ましくは、５～２０
０μｍの範囲であり、より好ましくは、１０～１５０μｍの範囲である。
【００７５】
　本発明のハードコートフィルムを積層した偏光板の構成は、特に制限されないが、例え
ば、前記ハードコートフィルムの上に、透明保護フィルム、偏光子および透明保護フィル
ムを、この順番で積層した構成でもよいし、ハードコートフィルム上に、偏光子、透明保
護フィルムを、この順番で積層した構成でもよい。
【００７６】
　本発明のハードコート層形成用組成物を用いた本発明のハードコートフィルムおよびこ
れを用いた偏光板等の各種光学素子は、液晶表示装置等の各種画像表示装置に好ましく用
いることができる。本発明の画像表示装置は、本発明のハードコートフィルムを用いる以
外は、従来の画像表示装置と同様の構成である。本発明の画像表示装置が液晶表示装置で
ある場合は、例えば、液晶セル、偏光板等の光学素子、および必要に応じ照明システム（
バックライト等）等の各構成部品を適宜に組み立てて駆動回路を組み込むこと等により製
造できる。前記液晶セルは、特に制限されない。前記液晶セルは、例えば、ＴＮ型、ＳＴ
Ｎ型、π型等の様々なタイプを使用できる。
【００７７】
　本発明において、液晶表示装置の構成は、特に制限されず、液晶セルの片側または両側
に前記光学素子を配置した液晶表示装置や、照明システムにバックライトあるいは反射板
を用いた液晶表示装置等が挙げられる。これらの液晶表示装置において、本発明の光学素
子は、液晶セルの片側または両側に配置することができる。液晶セルの両側に前記光学素
子を配置する場合、それらは同一でもよいし、異なっていてもよい。さらに、液晶表示装
置には、例えば、拡散板、アンチグレア層、反射防止層、保護板、プリズムアレイ、レン
ズアレイシート、光拡散板、バックライト等の各種の光学部材および光学部品を配置して
もよい。
【００７８】
　本発明の画像表示装置は、任意の適切な用途に使用される。その用途は、例えば、デス
クトップパソコン、ノートパソコン、コピー機等のＯＡ機器、携帯電話、時計、デジタル
カメラ、携帯情報端末（ＰＤＡ）、携帯ゲーム機等の携帯機器、ビデオカメラ、テレビ、
電子レンジ等の家庭用電気機器、バックモニター、カーナビゲーションシステム用モニタ
ー、カーオーディオ等の車載用機器、商業店舗用インフォメーション用モニター等の展示
機器、監視用モニター等の警備機器、介護用モニター、医療用モニター等の介護・医療機
器等が挙げられる。
【実施例】
【００７９】
　つぎに、本発明の実施例について、比較例と併せて説明する。ただし、本発明は、以下
の実施例および比較例により制限されない。なお、下記実施例および比較例における各種
特性は、下記の方法により評価若しくは測定した。
【００８０】
（ハードコート層の厚み）
　（株）ミツトヨ製のマイクロゲージ式厚み計を用い、ハードコートフィルムの全体厚み
を測定し、前記全体厚みから、透明プラスチックフィルム基材の厚みを差し引くことによ
り、ハードコート層の厚みを算出した。
【００８１】
（耐擦傷性）
　ハードコート層の耐擦傷性は、以下の試験内容にて評価した。
（１）ハードコートフィルムの中心部から１５０ｍｍ×５０ｍｍのサンプルを切り出し、
ハードコート層が形成されていない面を下にして、ガラス板に載せた。
（２）直径１１ｍｍの円柱の平滑な断面に、スチールウール＃００００を均一に取り付け
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、荷重１．５ｋｇにて前記サンプル表面を、毎秒約１００ｍｍの速度で１０往復した後に
、サンプル表面に入った傷の本数を目視により数え、以下の指標により判定した。
Ａ：傷の本数が、１０本以下
Ｂ：傷の本数が、１１本以上２９本以下
Ｃ：傷の本数が、３０本以上
【００８２】
（鉛筆硬度）
　ハードコートフィルムの中心部から１００ｍｍ×５０ｍｍのサンプルを切り出し、ハー
ドコート層が形成されていない面を下にして、ガラス板上に載せた後、ＪＩＳ　Ｋ　５６
００－５－４記載の鉛筆硬度試験の規定に準じ、荷重５００ｇでの鉛筆硬度を測定した。
鉛筆は、三菱鉛筆株式会社製「Ｕｎｉ」（鉛筆引かき値試験用　日塗検検査済）を用いた
。
【００８３】
（表面自由エネルギー）
　協和界面科学（株）製「全自動接触角計ＤＭ７００」を用いて、水、ヘキサデカンの接
触角を測定し、解析ソフトＦＡＭＡＳにて表面自由エネルギーを算出した。算出方法は、
Ｋａｅｌｂｌｅ　Ｕｙ理論による２成分解析を用いた。
【００８４】
（ＥＳＣＡによる原子強度測定）
　アルバック・ファイ（株）製「Ｑｕａｎｔｕｍ　２０００」を用いて、原子強度の測定
を行った。Ｘ線源はモノクロＡｌＫα、Ｘ線出力は３０Ｗ（１５ｋＶ）、測定領域は２０
０μｍφ、測定角度は試料表面に対して４５°とした。エネルギーの補正は、Ｃ１ｓスペ
クトルのＣ－Ｃ結合に起因するピークを２８５．０ｅＶに補正することで行った。
　試料の任意の２点を０～１１００ｅＶにてワイドスキャン測定を行い、定性分析を実施
した。検出された元素に対して、ナロースキャンを行い、元素比率（ａｔｏｍｉｃ％）を
算出した。Ｓｉ２ｐスペクトルについては、２官能シリコン、ならびに、多官能シリコン
およびＳｉＯｘの各結合に帰属されるピークで波形解析を行い、反応性ケイ素化合物由来
のケイ素原子強度を算出する。
　前記条件によって、試料の最表面から深さ約５～１０ｎｍまでの領域についての各原子
強度比が測定できる。
【００８５】
（粒子（（Ｂ）成分）の重量平均粒径）
　（Ｂ）成分を含む樹脂原料を、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）で固形分濃度を１０％ま
で希釈し、動的光散乱式粒径分布測定装置（（株）堀場製作所製、「ＬＢ－５００」）を
用いて、粒度分布を測定した。得られた粒度分布から重量平均粒径を算出した。
【００８６】
（重量平均分子量）
　重量平均分子量は、ゲル・パーミエーション・クロマトグラフ（ＧＰＣ）法よりポリス
チレンを標準試料として測定した。具体的には、下記の装置、器具および測定条件により
測定した。
分析装置：東ソー（株）製、商品名「ＳＣ－８０２０」
カラム：昭和電工（株）製、商品名「Ｓｈｏｄｅｘ」
カラムサイズ：２０．０ｍｍφ×５００ｍｍ
カラム温度：室温
溶離液：クロロホルム
流量：３．５ｍＬ／分
入口圧：７０ｋｇｆ／ｃｍ２（６．９ＭＰａ）
【００８７】
［実施例１］
（ハードコート層形成用組成物の調製）
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　粒子表面が重合性不飽和基を含む有機化合物で修飾されたナノシリカ粒子（前記（Ｂ）
成分）を分散させた、前記（Ａ）成分を含む樹脂原料（ＪＳＲ（株）製、商品名「オプス
ターＺ７５４０」、固形分：５６重量％、溶媒：酢酸ブチル／メチルエチルケトン（ＭＥ
Ｋ）＝７６／２４（重量比））を準備した。
【００８８】
　前記樹脂原料は、前記（Ａ）成分（紫外線硬化型化合物）として、ジペンタエリスリト
ールおよびイソホロンジイソシアネート系ポリウレタン、前記（Ｂ）成分として、表面を
有機分子により修飾したシリカ微粒子（重量平均粒径：１００ｎｍ以下）を、（Ａ）成分
合計：（Ｂ）成分＝２：３の重量比で含有する。前記樹脂原料の硬化皮膜の屈折率は、１
．４８５であった。
【００８９】
　この樹脂原料の固形分１００重量部に対し、反応性フッ素化合物（ダイキン工業（株）
製、商品名「オプツール（登録商標）ＤＡＣ」、固形分２０％、溶媒：１Ｈ，１Ｈ，３Ｈ
－テトラフルオロプロパノール）を０．２重量部、反応性ケイ素化合物（大日本インキ化
学工業（株）製、商品名「ＧＲＡＮＤＩＣ　ＰＣ－４１００」）を０．５重量部、および
、光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、商品名「イルガキュア１２７
」）を０．５重量部加え、固形分濃度が５０重量％になるように、酢酸ブチルを用いて希
釈することにより、ハードコート層形成用組成物を調製した。なお、前記反応性フッ素化
合物は、前記一般式（１）で表され、前記一般式（１）のＲにおいて、前記一般式（２）
で表される構造を有するフルオロアルキル基を有する置換基を一つ有し、前記一般式（３
）で表される構造を有するアクリレート基を有する置換基を二つ有している化合物を主成
分とする。また、前記反応性ケイ素化合物は、下記に示す成分１、成分２および溶媒を含
む混合物である。
【００９０】
成分１：前記一般式（４）で表される反応性シリコーン（前記一般式（５）の単位（ｃ）
のポリジメチルシロキサン単位（Ｘ１）と、前記一般式（５）の単位（ｂ）のメチルヒド
ロキシプロピルシロキサン単位（Ｘ２）と、前記一般式（９）の６－イソシアネートヘキ
シルイソシアヌル酸単位（Ｘ３）と、前記一般式（７）の単位（ｄ）の置換基（Ｘ４）と
を、Ｘ１：Ｘ２：Ｘ３：Ｘ４（モル比）＝１８７：３９：１００：５７の割合で有する）
（６．８５重量部）
成分２：前記一般式（８）で表されるグリコール系化合物（３．１５重量部）
溶媒：酢酸エチル（９０重量部）
【００９１】
（ハードコートフィルムの作製）
　前記ハードコート層形成用組成物を、透明プラスチックフィルム基材（厚み４０μｍ、
屈折率１．４８のＴＡＣフィルム、コニカミノルタ社製、商品名「ＫＣ４ＵＹ」）上に、
コンマコーターを用いて塗工し、塗膜を形成した。前記塗工後、６０℃で１分間加熱する
ことにより前記塗膜を乾燥させた。前記乾燥後の塗膜に、高圧水銀ランプにて積算光量３
００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射することで硬化処理を施し、厚み７μｍのハードコート
層を形成した。このようにして、本実施例のハードコートフィルムを作製した。
【００９２】
［実施例２］
　厚みが１５μｍとなるように前記ハードコート層を形成した以外は、実施例１と同様な
方法にて、本実施例のハードコートフィルムを得た。
【００９３】
［実施例３］
　前記反応性フッ素化合物を０．１重量部、前記反応性ケイ素化合物を０．５重量部とし
た以外は、実施例１と同様な方法にて、本実施例のハードコートフィルムを得た。
【００９４】
［実施例４］
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　前記反応性フッ素化合物を０．２重量部、前記反応性ケイ素化合物を０．２重量部とし
た以外は、実施例１と同様な方法にて、本実施例のハードコートフィルムを得た。
【００９５】
［実施例５］
　前記反応性フッ素化合物を０．１重量部、前記反応性ケイ素化合物を１重量部とした以
外は、実施例１と同様な方法にて、本実施例のハードコートフィルムを得た。
【００９６】
［実施例６］
　前記反応性フッ素化合物を０．２重量部、前記反応性ケイ素化合物を１重量部とした以
外は、実施例１と同様な方法にて、本実施例のハードコートフィルムを得た。
【００９７】
［実施例７］
　前記反応性フッ素化合物を０．１重量部、前記反応性ケイ素化合物を０．２重量部とし
た以外は、実施例１と同様な方法にて、本実施例のハードコートフィルムを得た。
【００９８】
［実施例８］
　前記反応性フッ素化合物を０．１重量部、前記反応性ケイ素化合物を０．１重量部とし
た以外は、実施例１と同様な方法にて、本実施例のハードコートフィルムを得た。
【００９９】
［実施例９］
　前記反応性フッ素化合物を０．２重量部、前記反応性ケイ素化合物を０．１重量部とし
た以外は、実施例１と同様な方法にて、本実施例のハードコートフィルムを得た。
【０１００】
［比較例１］
　前記反応性フッ素化合物および前記反応性ケイ素化合物を加えなかった以外は、実施例
１と同様な方法にて、本比較例のハードコートフィルムを得た。
【０１０１】
［比較例２］
　前記反応性フッ素化合物は加えず、前記反応性ケイ素化合物を０．２重量部とした以外
は、実施例１と同様な方法にて、本比較例のハードコートフィルムを得た。
【０１０２】
［比較例３］
　前記反応性フッ素化合物は加えず、前記反応性ケイ素化合物を１重量部とした以外は、
実施例１と同様な方法にて、本比較例のハードコートフィルムを得た。
【０１０３】
［比較例４］
　前記反応性フッ素化合物を０．２重量部、前記反応性ケイ素化合物を加えなかった以外
は、実施例１と同様な方法にて、本比較例のハードコートフィルムを得た。
【０１０４】
［比較例５］
　前記反応性フッ素化合物を１重量部、前記反応性ケイ素化合物を加えなかった以外は、
実施例１と同様な方法にて、本比較例のハードコートフィルムを得た。
【０１０５】
　このようにして得られた実施例および比較例の各ハードコートフィルムについて、各種
特性の測定若しくは評価を行った。この結果を、下記表１に示す。
【０１０６】
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【表１】

【０１０７】
　前記表１に示すように、実施例のハードコートフィルムは、耐擦傷性および表面自由エ
ネルギー値で表される防汚性が良好であった。特に実施例１～６においては、極めて優れ
た耐擦傷性を示した。また、実施例のハードコートフィルムは、鉛筆硬度が高く、かつカ
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ール特性が良好であった。これに対し、比較例のハードコートフィルムは、耐擦傷性が十
分ではなかった。比較例１～３のハードコートフィルムは、表面自由エネルギー値が大き
く、防汚性が良好であるとはいえない。比較例４および比較例５のハードコートフィルム
は、表面自由エネルギー値は小さいものの、耐擦傷性が十分ではなかった。
【産業上の利用可能性】
【０１０８】
　本発明のハードコート層形成用組成物を用いた本発明のハードコートフィルムは、十分
な硬度を有し、耐擦傷性に優れ、かつ、防汚性にも優れるものである。したがって、本発
明のハードコートフィルムは、例えば、偏光板等の光学素子、ＣＲＴ、ＬＣＤ、ＰＤＰお
よびＥＬＤ等の各種画像表示装置に好適に使用でき、その用途は制限されず、広い分野に
適用可能である。
【符号の説明】
【０１０９】
１０　ハードコートフィルム
１１　透明プラスチック基材
１２　ハードコート層

【図１】
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